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体のようなナノテクノロジー産業の集積が見られ、大学の技術と企業の技術・事業化ノウハウの連携を図る に基礎的な条件が備わっている。京都に集積する大学の知が環境分野 活用ることは今後の関西地域 産業の発展という面からも大きな期待が寄せられており、 実際に 「
レクトロニクス・フォトニクス革新的省エネルギー技術」や「新燃
料生産用触媒技術の開発」
など
において産学官
連携による事業化の芽が生
まれてきている。
京都産学公連携機構・グロー
バル
拠点
推進室
の藤原義弘氏は「大学とグロー
バル企業が集積する
京都では、もっと産学連携
が進んでもいいはずだ」と指摘する。
 
現在、
京都環境ナノクラスター本部には
九名
の科学技術
コーディネーターが働いて
いる。同
本部で
科学技術コーディネーターの取りまとめ
役をしている高山卓之氏は、科学技術
コーディ
ネーターの役割について、 「彼ら 主に企業を退職したエンジニアであり、各自が担当分野を持ち、企業時代の人脈や技術に関する知識を基盤に産学官連携を進め
ている」と説明する。具体
的には、企業と大学の連携における進捗のフォロー、大学の技術の企業への紹介などを行っており、コーディネーター間の情報共有にも努めているという。
 
京都における産学官連携はまだ発展途上であ
るというのが今回の取材で感じた印象である。その上で、
産学官
連携についていくつかの課題
も見えてきた。
 
第一に資金面である。今回取り上げた産学連
携支援機関
の運営は国の予算に依存している。
昨年行われた行政刷新会議の事業仕分けでは、
知的クラスター創成事業が廃止の判定を下された。その後、事業の必要性から従来 委託事
業
から補助金事業に変更した上で事業の存続が決定されたが、国の財政事情や時の政権
の政策に
左右されるなか
では
、
中長期的な産学官連携計
画を構築できない危うさをはらむ。今後は自治体の自主財源による運営も視野 いれるべきはないだろうか。
 
 
 
第二に産学連携支援機関
の
役割や機能分担で
ある。今回は国の事業で設立された産学連携支援機関
を取材したが、他に大学独自で設立
した
ものもある。より効率的な産学官連携の実現には産学連携支援機関
間の連携や情報の一元化・
役割分担が必要ではないだろうか。
 
第三に縦割り行政の弊害である。文部科
学省
の所管する知的クラスター創成事業では
経済産
業省 事業と違い補助金を大学に給付することしかできず、企業への資金供給は想定されてない。より効率的
な資金活用ができるよう、縦
割り行政を改めるべきである。
 
以上のような課題もあるが、今回取材した二
つの事業はまだ始まったばかりであり、そ 成り行きを注視して くべきであろう。
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